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Ａ ①エレベーターの設置、②タブレット端末の使用、③支援員等の配置を求めることは可能ですが、「合

理的配慮」については、学校や学校の設置者との相談を経て、可能な限り合意形成を図りつつ、その内

容が決定されていきます。 

 「合理的配慮」とは、障害のある子どもが、他の子どもと平等に「教育を受ける権利」を享有・行使す

ることを確保するために、学校の設置者及び学校が必要かつ適当な変更・調整を行うことです。また、

学校教育を受ける場合に個別に必要とされるものですが、学校の設置者及び学校に対して、体制面、財

政面において均衡を失した又は過度の負担を課さないものと定義されています。 

  対象となる子どもの障害の状態や教育的ニーズ等から、教育を受ける際に、これらを踏まえて様々な

変更・調整方法の検討が行われることになります。「合理的配慮」については、①教育内容・方法、②支

援体制、③施設・設備の三つの観点について、学校と保護者の間で相談をしていくことになります。 
なお、エレベーターの設置については、対象となる子どもの障害の状態から、学校内での移動に関して

配慮が必要となる場合、上下階の移動を伴わない教室使用の工夫、介助者等の人の援助、「基礎的環境整

備」として既にエレベータが設置されている学校での学習、学校の設置者のバリアフリーの施設設備の設

置計画等、これらを踏まえて様々な変更・調整方法の検討が行われることになります。 

参考：中教審初等中等教育分科会報告【３－（１）】 

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/044/houkoku/1321667.htm 

Ｑ６ 特別支援学校に入学しましたが、通学しやすい近隣の小学校に転学したいと考えています。特別支

援学校で提供されていた「合理的配慮」を小学校でも引き続き提供してもらえますか？ 

Ａ 特別支援学校で提供されていた「合理的配慮」が、必ずそのまま小学校でも「合理的配慮」として引

き続き提供されるとは限りません。 

  特別支援学校から小中学校への転学については、その子どもの障害の状態の変化のみならず、その子

どもの教育上必要な支援の内容、当該学校や地域における教育の体制整備の状況、その他の事情の変化

も考慮して転学の検討を行うことになります。「合理的配慮」については、各学校の設置者・学校と保

護者の双方で合意形成に向けた話し合いで決まるため、障害のある子どもの特性に配慮した「基礎的環

境整備」がなされている特別支援学校での「合理的配慮」と、小学校の「基礎的環境整備」の下での「合

理的配慮」は必ずしも同じではありません。 

参考：文部科学省初等中等教育局特別支援教育課「教育支援資料」（平成25年10月） 

http://inclusive.nise.go.jp/?page_id=44 

参考：中教審初等中等教育分科会報告【３－（１），（２）】 

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/044/houkoku/1321667.htm 
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Ｑ７ 学校で行われている「合理的配慮」の内容について、全体的な見直しを学校に求めることはできま

すか？ 

Ａ 「合理的配慮」の全体的な見直しを学校に求めることは可能です。 

  対象となる子どもの成長や障害の状態の変化などを踏まえて、適切な「合理的配慮」を行っていくこ

とが大切です。「合理的配慮」は、各学校の設置者及び学校と丁寧に相談しながら決めていきますので、

まず、学校に見直しの希望があることを伝えてください。なお、学年が変わるときなどは、逆に学校か

ら、本人・保護者の方に「合理的配慮」の内容の見直しの相談がある場合もあります。 

Ｑ８ 日本の学校で学ぶ障害のある外国人の子どもには、「合理的配慮」は提供されますか？ 

Ａ 日本の小中学校に就学する際には、住所の存する市町村教育委員会で学齢簿が作成され、それに基づ

いて、教育支援委員会等を経て就学する学校が決まります。外国人の子どもであっても同様に、学齢簿

に基づき就学する子どもで障害のある子どもには、必要に応じて「合理的配慮」が検討されることにな

ります。 

  



− 52 −

52 
 

【障害者の権利に関する条約】  

 (平成２６年１月２０日批准書の寄託、１月２２日公布及び告示、２月１９日発効) 
 

前文 

この条約の締結国は、 

（ａ）国際連合憲章において宣明された原則が、人類社会の全ての構成員の固有の尊厳及び価値並びに平

等のかつ奪い得ない権利が世界における自由、正義及び平和の基礎を成すものであると認めていること

を想起し、  

（ｂ）国際連合が、世界人権宣言及び人権に関する国際規約において、全ての人はいかなる差別もなしに

同宣言及びこれらの規約に掲げる全ての権利及び自由を享有することができることを宣明し、及び合意

したことを認め、  

（ｃ）全ての人権及び基本的自由が普遍的であり、不可分のものであり、相互に依存し、かつ、相互に関

連を有すること並びに障害者が全ての人権及び基本的自由を差別なしに完全に享有することを保障す

ることが必要であることを再確認し、 

 

（中略）  

 

（ｒ）障害のある児童が、他の児童との平等を基礎として全ての人権及び基本的自由を完全に享有すべき

であることを認め、また、このため、児童の権利に関する条約の締約国が負う義務を想起し、 

 

（中略） 

 

（ｔ）障害者の大多数が貧困の状況下で生活している事実を強調し、また、この点に関し、貧困が障害者

に及ぼす悪影響に対処することが真に必要であることを認め、 

 

（中略）  

 

（ｘ）家族が、社会の自然かつ基礎的な単位であること並びに社会及び国家による保護を受ける権利を有

することを確信し、また、障害者及びその家族の構成員が、障害者の権利の完全かつ平等な享有に向け

て家族が貢献することを可能とするために必要な保護及び支援を受けるべきであることを確信し、 

（ｙ）障害者の権利及び尊厳を促進し、及び保護するための包括的かつ総合的な国際条約が、開発途上国

及び先進国において、障害者の社会的に著しく不利な立場を是正することに重要な貢献を行うこと並び

に障害者が市民的、政治的、経済的、社会的及び文化的分野に均等な機会により参加することを促進す

ることを確信して、 

次のとおり協定した。 

 

（中略） 

 

 

参考資料２ 
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【障害者の権利に関する条約】  

 (平成２６年１月２０日批准書の寄託、１月２２日公布及び告示、２月１９日発効) 
 

前文 

この条約の締結国は、 

（ａ）国際連合憲章において宣明された原則が、人類社会の全ての構成員の固有の尊厳及び価値並びに平

等のかつ奪い得ない権利が世界における自由、正義及び平和の基礎を成すものであると認めていること

を想起し、  

（ｂ）国際連合が、世界人権宣言及び人権に関する国際規約において、全ての人はいかなる差別もなしに

同宣言及びこれらの規約に掲げる全ての権利及び自由を享有することができることを宣明し、及び合意

したことを認め、  

（ｃ）全ての人権及び基本的自由が普遍的であり、不可分のものであり、相互に依存し、かつ、相互に関

連を有すること並びに障害者が全ての人権及び基本的自由を差別なしに完全に享有することを保障す

ることが必要であることを再確認し、 

 

（中略）  

 

（ｒ）障害のある児童が、他の児童との平等を基礎として全ての人権及び基本的自由を完全に享有すべき

であることを認め、また、このため、児童の権利に関する条約の締約国が負う義務を想起し、 

 

（中略） 

 

（ｔ）障害者の大多数が貧困の状況下で生活している事実を強調し、また、この点に関し、貧困が障害者

に及ぼす悪影響に対処することが真に必要であることを認め、 

 

（中略）  

 

（ｘ）家族が、社会の自然かつ基礎的な単位であること並びに社会及び国家による保護を受ける権利を有

することを確信し、また、障害者及びその家族の構成員が、障害者の権利の完全かつ平等な享有に向け

て家族が貢献することを可能とするために必要な保護及び支援を受けるべきであることを確信し、 

（ｙ）障害者の権利及び尊厳を促進し、及び保護するための包括的かつ総合的な国際条約が、開発途上国

及び先進国において、障害者の社会的に著しく不利な立場を是正することに重要な貢献を行うこと並び

に障害者が市民的、政治的、経済的、社会的及び文化的分野に均等な機会により参加することを促進す

ることを確信して、 

次のとおり協定した。 

 

（中略） 

 

 

参考資料２ 
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第二十四条 教育  
１ 締約国は、教育についての障害者の権利を認める。締約国は、この権利を差別なしに、かつ、機会の

均等を基礎として実現するため、障害者を包容するあらゆる段階の教育制度及び生涯学習を確保する。

当該教育制度及び生涯学習は、次のことを目的とする。 

（ａ）人間の潜在能力並びに尊厳及び自己の価値についての意識を十分に発達させ、並びに人権、基本的

自由及び人間の多様性の尊重を強化すること。  

（ｂ）障害者が、その人格、才能及び創造力並びに精神的及び身体的な能力をその可能な最大限度まで発

達させること。  

（ｃ）障害者が自由な社会に効果的に参加することを可能とすること。 

２ 締約国は、１の権利の実現に当たり、次のことを確保する。 

（ａ）障害者が障害に基づいて一般な教育制度から排除されないこと及び障害のある児童が障害に基づい

て無償のかつ義務的な初等教育から又は中等教育から排除されないこと。  

（ｂ）障害者が、他の者との平等を基礎として、自己の生活する地域社会において、障害者を包容し、質

が高く、かつ、無償の初等教育を享受することができること及び中等教育を享受することができること 

（ｃ）個人に必要とされる合理的配慮が提供されること。  

（ｄ）障害者が、その効果的な教育を容易にするために必要な支援を一般的な教育制度の下で受けること。  

（ｅ）学問的及び社会的な発達を最大にする環境において、完全な包容という目標に合致する効果的で個

別化された支援措置がとられること。 

３ 締約国は、障害者が教育に完全かつ平等に参加し、及び地域社会の構成員として完全かつ平等に参加

することを容易にするため、障害者が生活する上での技能及び社会的な発達のための技能を習得すること

を可能とする。このため、締約国は、次のことを含む適当な措置をとる。  

（ａ）点字、代替的な文字、意思疎通の補助的及び代替的な形態、手段及び様式並びに定位及び移動のた

めの技能の習得並びに障害者相互による支援及び助言を容易にすること。  

（ｂ）手話の習得及び聾社会の言語的な同一性の促進を容易にすること。  

（ｃ）盲人、聾者又は盲聾者（特に盲人、聾者又は盲聾者である児童）の教育が、その個人にとって最も

適当な言語並びに意思疎通の形態及び手段で、かつ、学問的及び社会的な発達を最大にする環境におい

て行われることを確保すること。 

４ 締約国は、１の権利の実現の確保を助長することを目的として、手話又は点字について能力を有する

教員（障害のある教員を含む。）を雇用し、並びに教育に従事する専門家及び職員（教育のいずれの段

階において従事するかを問わない。）に対する研修を行うための適当な措置をとる。この研修には、障

害についての意識の向上を組み入れ、また、適当な意思疎通の補助的及び代替的な形態、手段及び様式

の使用並びに障害者を支援するための教育技法及び教材の使用を組み入れるものとする。  

５ 締約国は、障害者が、差別なしに、かつ、他の者との平等を基礎として、一般的な高等教育、職業訓

練、成人教育及び生涯学習を享受することができることを確保する。このため、締約国は、合理的配慮

が障害者に提供されることを確保する。 

（後略） 
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【特別支援教育推進計画（第三次）改定にかかる検討経過】 

＜特別支援教育推進計画検討委員会設置要綱＞ 

平成２６年１月１０日付 目教指第７７２２号 

( 設置目的 ) 

第１条 特別支援教育推進計画（以下「計画」という。）の第三次改定に向けた検討を行うことを目的と

して、特別支援教育推進計画検討委員会(以下「委員会」という。）を設置する。 

( 所掌事項 ) 

第２条 委員会は、前条の目的を達成するため、次の事項を所掌する。 

（１） 計画改定に関すること 

（２） その他、委員会が必要と認める事項 

( 構成 ) 
第３条 委員会は、次の各号の職にある者をもって構成する。 
（１） 健康福祉部障害福祉課長 

（２） 子育て支援部子育て支援課長 

（３） 子育て支援部子ども家庭課長 

（４） 子育て支援部保育課長 

（５） 教育委員会事務局教育次長 

（６） 教育委員会事務局教育政策課長 

（７） 教育委員会事務局教育指導課長 

（８） 教育委員会事務局学校運営課長 

（９） めぐろ学校サポートセンター長 

（１０） めぐろ学校サポートセンター統括指導主事 

（１１） 小学校特別支援学級設置校長会代表 
（１２） 中学校特別支援学級設置校長会代表 

（１３） 特別支援教育推進専門員  
( 委員長及び副委員長 ) 
第４条 委員会に委員長及び副委員長を置く。 
２ 委員長は、教育次長をもって充て、委員会を代表し、会務を総理する。 
３ 副委員長は、教育指導課長をもって充て、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を

代理する。 
( 招集 ) 
第５条  委員会は、委員長が招集する。 
２ 委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求め意見等を聴くことができる。 
( 委員の任期 ) 
第６条 委員の任期は、委員会の設置の日から、委員会の目的が達成されるまでとする。 

( 庶務 ) 
第７条 委員会の庶務は、教育委員会事務局教育指導課において処理する。 
( 委任 ) 
第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し、必要な事項は委員長が定める。 

付則 

 この要綱は、平成２６年１月１０日から施行する。 

 

参考資料３ 



− 55 −

54 
 

【特別支援教育推進計画（第三次）改定にかかる検討経過】 

＜特別支援教育推進計画検討委員会設置要綱＞ 

平成２６年１月１０日付 目教指第７７２２号 

( 設置目的 ) 

第１条 特別支援教育推進計画（以下「計画」という。）の第三次改定に向けた検討を行うことを目的と

して、特別支援教育推進計画検討委員会(以下「委員会」という。）を設置する。 

( 所掌事項 ) 

第２条 委員会は、前条の目的を達成するため、次の事項を所掌する。 

（１） 計画改定に関すること 

（２） その他、委員会が必要と認める事項 

( 構成 ) 
第３条 委員会は、次の各号の職にある者をもって構成する。 
（１） 健康福祉部障害福祉課長 

（２） 子育て支援部子育て支援課長 

（３） 子育て支援部子ども家庭課長 

（４） 子育て支援部保育課長 

（５） 教育委員会事務局教育次長 

（６） 教育委員会事務局教育政策課長 

（７） 教育委員会事務局教育指導課長 

（８） 教育委員会事務局学校運営課長 

（９） めぐろ学校サポートセンター長 

（１０） めぐろ学校サポートセンター統括指導主事 

（１１） 小学校特別支援学級設置校長会代表 
（１２） 中学校特別支援学級設置校長会代表 

（１３） 特別支援教育推進専門員  
( 委員長及び副委員長 ) 
第４条 委員会に委員長及び副委員長を置く。 
２ 委員長は、教育次長をもって充て、委員会を代表し、会務を総理する。 
３ 副委員長は、教育指導課長をもって充て、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を

代理する。 
( 招集 ) 
第５条  委員会は、委員長が招集する。 
２ 委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求め意見等を聴くことができる。 
( 委員の任期 ) 
第６条 委員の任期は、委員会の設置の日から、委員会の目的が達成されるまでとする。 

( 庶務 ) 
第７条 委員会の庶務は、教育委員会事務局教育指導課において処理する。 
( 委任 ) 
第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し、必要な事項は委員長が定める。 

付則 

 この要綱は、平成２６年１月１０日から施行する。 
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所 属 職 氏 名 備 考 

健康福祉部 障害福祉課長 篠﨑 省三 
 

子育て支援部 子育て支援課長 唐牛 順一郎 
 

子育て支援部 子ども家庭課長 酒井 圭子 平成２６年４月から 

子育て支援部 子ども家庭課長 大野 容一 平成２６年３月まで 

子育て支援部 保育課長 橋本 隆志 平成２６年４月から 

子育て支援部 保育課長 斎藤 秀一 平成２６年３月まで 

教育委員会事務局 教育次長 佐々木 孝 委員長 

教育委員会事務局 教育政策課長 手塚 治彦 
 

教育委員会事務局 教育指導課長 佐伯 英徳 副委員長 

教育委員会事務局 学校運営課長 佐藤 欣哉 平成２６年４月から 

教育委員会事務局 学校運営課長 秋丸 俊彦 平成２６年３月まで 

教育委員会事務局 めぐろ学校サポートセンター長 千葉 富美子 
 

教育委員会事務局 
めぐろ学校サポートセンター兼務 
教育指導課統括指導主事 

細田 真司 平成２６年４月から 

教育委員会事務局 
めぐろ学校サポートセンター兼務 
教育指導課統括指導主事 

佐々木 希久子 平成２６年３月まで 

教育委員会事務局 特別支援教育推進専門員 吉田 昌義 
 

特別支援学級設置校長会
代表 

油面小学校校長 秋山 峰代 平成２６年４月から 

特別支援学級設置校長会
代表 

菅刈小学校校長 長谷 豊 平成２６年３月まで 

特別支援学級設置校長会
代表 

第八中学校校長 飯野 博史 
 

学識経験者 （第１回・第４回・第５回・第８回出席）   

学識経験者 
聖学院大学人間福祉部 
こども心理学科 教授 

吉田 昌義 
 

学識経験者 
聖徳大学児童学部児童学科 
教授 

河村 久 
 

学識経験者 
学芸大駅前神経科クリニック 
院長 

大西 重宏 
 

担当 
   

教育委員会事務局 教育指導課指導主事 寺尾 千英 平成２６年４月から 

教育委員会事務局 教育指導課指導主事 佐々木 光子 平成２６年４月から 

教育委員会事務局 教育指導課指導主事 中島 由美子 平成２６年３月まで 

教育委員会事務局 教育指導課特別支援教育係長 今井 正美 
 

教育委員会事務局 学校運営課就学相談係長 深沢 弘 
 

＜特別支援教育推進計画検討委員会 委員名簿＞ 
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＜ 会 議 等 の 開 催 状 況 ＞ 

会  議  等 開催年月日 主な内容 

第１回検討委員会 

＊学識経験者意見聴取 

平成26年2月20日 ○目黒区特別支援教育推進計画のこれまでの経過につ

いて 

○特別な支援が必要な幼児児童生徒への対応状況に

ついて 

第２回検討委員会 平成26年3月26日 ○教育と各機関との連携について、他区市の事例につ

いて 

○特別支援教育推進計画改定素案の構成について 

第３回検討委員会 平成26年4月25日 ○現行計画の成果と課題について 

○特別支援教育推進計画改定素案の推進施策につい

て 

第４回検討委員会 

＊学識経験者意見聴取 

平成26年5月23日 ○特別支援教育講演会Ⅰの開催結果について 

○特別支援教育推進計画改定素案の骨子案について 

第５回検討委員会 

＊学識経験者意見聴取 

平成26年6月23日 ○特別支援教育講演会Ⅱの開催結果について 

○特別支援教育推進計画改定素案について 

第６回検討委員会 平成26年8月21日 ○特別支援教育推進計画改定素案について 

○今後のスケジュールについて 

第７回検討委員会 平成26年12月8日 ○特別支援教育講演会Ⅲの開催結果について 

○特別支援教育推進計画改定素案に対するパブリックコ

メントの結果について 

第８回検討委員会 

＊学識経験者意見聴取 

平成27年1月16日 ○特別支援教育推進計画改定素案に対するパブリックコ

メントの結果について 

○特別支援教育推進計画改定案について 

区民向け説明会 

（特別支援教育講演会Ⅰと

併催) 

平成26年4月21日 

平成26年4月26日 

○特別支援教育推進計画の改定について 

○講演「発達障がいのある子のいいところ応援計画」 

講師：星槎大学共生科学部准教授 阿部 利彦 氏 

区民向け説明会 

（特別支援教育講演会Ⅱと

併催) 

平成26年6月7日 

平成26年6月9日 

○特別支援教育推進計画改定の検討状況について 

○講演「子どもを支える、家庭を支える ～これからの教

育支援～ 」 

講師：聖学院大学人間福祉学部こども心理学科教授 

                       吉田 昌義 氏 

区民向け説明会 

（特別支援教育講演会Ⅲと

併催) 

平成26年11月 8日 

平成26年11月10日 

○特別支援教育推進計画改定素案について 

○講演「これからの特別支援教室が目指すもの」 

講師：聖徳大学児童学部児童学科教授 河村 久 氏 

 



− 57 −

56 
 

＜ 会 議 等 の 開 催 状 況 ＞ 

会  議  等 開催年月日 主な内容 

第１回検討委員会 

＊学識経験者意見聴取 

平成26年2月20日 ○目黒区特別支援教育推進計画のこれまでの経過につ

いて 

○特別な支援が必要な幼児児童生徒への対応状況に

ついて 

第２回検討委員会 平成26年3月26日 ○教育と各機関との連携について、他区市の事例につ

いて 

○特別支援教育推進計画改定素案の構成について 

第３回検討委員会 平成26年4月25日 ○現行計画の成果と課題について 

○特別支援教育推進計画改定素案の推進施策につい

て 

第４回検討委員会 

＊学識経験者意見聴取 

平成26年5月23日 ○特別支援教育講演会Ⅰの開催結果について 

○特別支援教育推進計画改定素案の骨子案について 

第５回検討委員会 

＊学識経験者意見聴取 

平成26年6月23日 ○特別支援教育講演会Ⅱの開催結果について 

○特別支援教育推進計画改定素案について 

第６回検討委員会 平成26年8月21日 ○特別支援教育推進計画改定素案について 

○今後のスケジュールについて 

第７回検討委員会 平成26年12月8日 ○特別支援教育講演会Ⅲの開催結果について 

○特別支援教育推進計画改定素案に対するパブリックコ

メントの結果について 

第８回検討委員会 

＊学識経験者意見聴取 

平成27年1月16日 ○特別支援教育推進計画改定素案に対するパブリックコ

メントの結果について 
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併催) 
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○特別支援教育推進計画の改定について 
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育支援～ 」 
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（特別支援教育講演会Ⅲと
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